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ⅠⅠ．．私たちの郷土“ふくしま”私たちの郷土“ふくしま”
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１１．福島県の．福島県の概況概況

2

東北
順位

（年次） （単位） 福島
東北
シェア(%)

全国
順位

全国
シェア(%)

2 総面積 （2009年） （k㎡） 13,782 20.6 3 3.6
2 人口 （2009年） （万人） 203 21.8 18 1.6

1 一人あたり県民所得 （2007年） （千円） 2,847 － 18 －
1 製造品出荷額等 （2008年） （兆円） 6 32.6 19 1.8

2 県内総生産(名目) （2007年） （億円） 78,833 23.6 19 1.5
2 事業所数（民営） （2009年） （所） 101,410 21.7 19 1.6
2 農業産出額 （2008年） （億円） 2,505 18.4 11 2.9

県土が広く、多極分散型の地域構造

福島県の特性

福島県は、総面積・人口とも東北第2位であるが、「一人あたり県民所得」「製造品出荷額等」は東北第1位。

【県北地域】

電気・機械産業を中心に

集積が進む

【会津地域】

半導体関連・医療機器関連・

情報通信関連産業拠点

【県南地域】

輸送用機械・半導体関連産業

拠点。首都圏に近く成長著しい

【相双地域】

電力・エネルギー集積地域

隣県との連携も有利

【いわき地域】

輸送用機械関連産業、

化学工業が中心の地域

【県中地域】

医療・福祉機器などの

高度技術産業集積地域

出所：福島県ホームページ、ふくしま統計情報ボックス、平成２１年経済センサス-基礎調査

出所：福島県ホームページ

※合計特殊出生率･･･年齢構造の影響を除いた出生率の水準を示す指標

東北
順位

（年次） （単位） 福島
全国
平均

全国
順位

1 合計特殊出生率 （2008年） （－） 1.5 1.3 8
1 年少人口割合 （2008年） （％） 14.0 13.5 6
3 3世代世帯割合 （2005年） （％） 17.7 8.6 6



２２．福島県の地理的優位性．福島県の地理的優位性

首都圏から200km圏内に位置する地理的優位性

福島県は東北地方の最南端、首都圏から概ね２００ｋｍ圏内に位置し地理的優位性が高い。
地震災害の将来発生確率が低いなど、安全な産業基盤。

「工場進出・受入れ魅力度調査」において全国総合７位の評価

出所：東京商工リサーチ 「工場進出・受入れ魅力度調査」(平成22年1月）

東北地方の県別工場立地件数（５年間累計）
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今後３０年以内に震度６弱以上の揺れに

見舞われる確率（各都道府県庁所在地）

福島市は０．９％で、

全国第２位の低さ

地震災害が少なく、安全・安心な産業基盤

出所：全国地震予測地図（2009）【基準日 平成21年1月1日】

3
814滋 賀 県第９位

1,014栃 木 県第８位

1,036静 岡 県第６位
1,034福 島 県第７位

順位 都道府県名 工場受入件数(累計)

第１位 埼 玉 県 3,054
第２位 千 葉 県 1,917
第３位 茨 城 県 1,778
第４位 神奈川県 1,403
第５位 兵 庫 県 1,120

第１０位 群 馬 県 804
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出所：東北経済産業局「工場立地動向調査」（平成１７年～平成２１年累計）
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福島県は、地理的優位性を背景に、東北随一の製造業集積を誇る。
製造品出荷額は東北地方の約３分の１、市町村別ランクにおいても上位を占めており、今後も製造業が県内経済を牽引。

３３．福島県の産業（１）．福島県の産業（１） ～製造業～～製造業～

福島県の産業集積重点推進分野

出所：経済産業省「平成20年工業統計表」 出所：経済産業省「平成20年工業統計表」
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東北6県において製造品出荷額のシェアが圧倒的に高い

福島県 ５．９兆円
32.6%

宮城県 3.5兆円
19.3%

山形県 3.1兆円
16.9%

岩手県
2.5兆円

秋田県
1.5兆円

青森県
1.6兆円

東北地方の製造品出荷額等順位（市町村別）

市区町村名 製造品出荷額等

第１位 福島県いわき市 1兆945億円
第２位 福島県郡山市 8,934億円
第３位 山形県米沢市 8,349億円
第４位 福島県福島市 7,944億円
第５位 青森県八戸市 5,891億円
第６位 宮城県仙台市 5,745億円

自動車関連産業 医療・福祉機器関連産業 環境・新エネルギー関連産業

◆大手自動車部品メーカー

平成２３年５月操業開始予定。

◆関連産業が進出するほか、地元

中小企業の商機拡大に期待。

◆産学官連携による医療機器開発への

取組み 。

･･･「福島モデル」として注目を集める。

◆医療機器受託生産金額 ２４６億円
（全国第１位）

医療機器生産金額全体では、６８８億円
（全国第８位）

◆ 環境・新エネルギー関連産業創造会議

発足。

･･･企業、高等教育機関など６０機関

◆電子デバイス関連企業を中心として、

本産業への新規参入が見込まれる。

出所：厚生労働省「平成19年薬事工業生産動態統計年報」

※医療機器受託生産･･･医療機器生産のうち、最終製品の

工程を他の製造販売事務所から委託され生産を行うもの



福島県は、観光資源が豊富であり、全国の観光宿泊者数減少の中にあって、福島県内への宿泊者は増加。
観光関連産業も福島県経済活性化寄与への期待大。

３３．福島県の産業（．福島県の産業（２２）） ～観光業～～観光業～

都道府県別 「延べ宿泊者数順位（旅館＋リゾートホテル）」福島県は移住したい県ナンバー１

福島県の豊かな自然

出所：国土交通省 観光庁 宿泊旅行統計調査報告（平成２０年１～１２月）

出所：ふくしま統計情報ボックス

◆林野面積：９４３千ｈａ 全国 ４位＜平成１７年＞

◆ 温泉地数：１３３ヵ所 全国 ５位＜平成２０年＞

◆多目的運動広場数：１３４．４施設全国 ５位＜平成１７年＞
（人口１００万人当たり）

◆湖沼面積：１０３．３２ｋ㎡ 全国 ４位＜平成２１年＞
（ 猪苗代湖 ）

◆ 自然公園面積：１７９１．２４ｋ㎡ 全国 ６位＜平成２１年＞

５，０３２群 馬 県第７位

５，３６２福 島 県第６位
７，６４３沖 縄 県第５位
７，７６７長 野 県第４位

９，４５８静 岡 県第３位

９，８３０千 葉 県第２位

順位 都道府県名 延べ宿泊者数

第１位 北 海 道 １２，２６３

第８位 栃 木 県 ４，８７５

第９位 新 潟 県 ４，１４９

第１０位 三 重 県 ３，９６９ 5

（単位：千人）

４３山 梨 県第５位

５５茨 城 県第４位

６７千 葉 県第３位

１６０長 野 県第２位

順位 都道府県名 票

第１位 福 島 県 ２８６

◆ 移住したい都道府県ランキング

出所：「ふるさと暮らし情報センター」来場者アンケート

＜理 由＞

・地価が

・首都圏から

・受け入れが

求めやすい

親 切

近 い

増減

1.0

＋73

7,516

7,589

福島県

－

－

2.4％

2.5％

構成比

－

－

13位

13位

全国

順位

－

－

1位

1位

東北

順位

▲1.0

▲3,234

309,381

306,147

項 目 全 国

宿泊者数

（千人泊）

20年

19年

前年同期比(％)

福島県を訪れる旅行者数は増加

出所：福島県ホームページ



原子力, 51.4% 火力, 43.5% 水力等, 5.1%

３３．福島県の産業（．福島県の産業（３３）） ～エネルギー産業～～エネルギー産業～

平成２０年度
１，２９０億kwh

福島県内の発電量は全国１位
（国内シェア １１．３％）

原子力 50.1％ 火力 42.6％ 水力等 7.2％

その他
５５％

福島県
２６％

新潟県
１９％

福島県には、水力・火力・原子力

等を合わせて約１００ヵ所 もの

発電所があり、作られた電気は

県内で使用されるほか、その多く

が首都圏へ送られ、首都圏の電

力需要を支えている。県内総発電量

福島県は首都圏向け最大の
電力供給地

日本最大級の風力発電

郡山市の布引高原には風車

３３基を備え、日本最大級の

出力を誇る風力発電設備が

あり、日本の風力発電のリー

ド役を担っている。

出所：福島県エネルギー課

福島県はわが国最大の発電県

福島県内総発電量の構成比 (平成20年度)

出所：福島県エネルギー課

新たなエネルギーのふるさと “ふくしま”

首都圏における福島県産電力の割合

福島県は、わが国最大の発電県であり、首都圏への供給県としての寄与度は高い。
エネルギー産業およびそれらに関連する産業も着実に広がる。

6

出所：日本銀行福島支店（平成18年度実績）

福島県外向け
電力供給量

約 １，１３４億kwh
（８７．９％）

福島県内向け
電力供給量

約 １５６億kwh
（１２．１％）

東京都の
電力使用量

約 ８１９億kwh>



福島県は、多様な風土を背景として、高品質かつ多彩な農作物を産出。とりわけ、米は全国的にも高評価。

福島県では主たる県産品１１品目を「ふくしまの恵みイレブン」と認定し、販売促進強化。

３３．福島県の産業（．福島県の産業（４４）） ～～農農業～業～

福島県の米は全国的に高評価福島県の農産物

＜食味ランキング（平成２０年産）＞

◆会津地区（ コシヒカリ ）･･･ 特A

◆中通り地区（ひとめぼれ）･･･ 特A
◆会津地区（ひとめぼれ）･･･ Ａ´

◆中通り地区（ コシヒカリ ） ･･･ Ａ

◆浜通り地区（ コシヒカリ ） ･･･ Ａ

7

◆福島県の農業産出額 ２，５００億円 全国１１位＜平成２０年＞

出所：財団法人 日本穀物検定協会

83,700頭１０位牛肉（福島牛）

33,200トン７位トマト

2,030トン５位アスパラガス

436,600トン４位コメ

1,893トン４位ナメコ

全国順位 収穫量など

モモ ２位 31,800トン

日本ナシ ３位 25,500トン

キュウリ ３位 53,500トン

リンドウ ３位 395万本

ヒラメ ３位 615トン

地鶏
（川俣シャモ、会津地鶏）

－ 5,698千羽

◆ふくしまの恵みイレブン

出所：福島県勢要覧。順位、収穫量等は2008年度。ただし、リンドウは06年度、アスパラガス
は07年度、コメと福島牛は09年度。福島牛は肉用牛の飼育頭数、地鶏は鶏の飼養羽数。

出所：福島県ホームページ



ⅡⅡ．平成．平成２２２２年度年度 中間中間決算の概要決算の概要
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１１．平成．平成２２２２年度年度 中間中間決算の概要決算の概要（単体）（単体）

9

前年同期比 １２億６３百万円増収

役務取引等収益が増加したこと、有価証券部門損益

が堅調裡に推移したことにより、前年同期比

１２億６３百万円増収の３１３億円となった

経常収益は１２億６３百万円の増収、中間純利益は４５百万円の増益。増収増益決算。

＋２５８８６３１４０業務純益（※１）

＋９５５４６１０４税引前（中間）純利益

＋１２３１３３０１６２７経常収益

▲４▲４００うち株式等関係損益

＋２４２５１２１うち債券関係損益

６７

▲１

１０６

３１

▲３４

１４０

▲４

１１４

３６１

５０

４２３

４９８

２１年度

▲２▲２０特別損益

うち不良債権処理額

＋２５８８６３業務純益

＋１３２５１２

▲２▲５▲３一般貸倒引当金繰入額

うち役務取引等利益

うち資金利益

＋１３３３２税引後（中間）純利益

＋１０５７４７経常利益

▲１４▲３０▲１６臨時損益

▲１１７９１８０経費

＋１２５２４

＋２２２６２２４０業務粗利益

▲２

▲２

増減
（ｂ）－ （ａ）

５６５８コア業務純益（※２）

２１０２１２

２２年度
中間期（ｂ）

２１年度

中間期（ａ）

２６

経常収益

業務粗利益

業務純益

経常利益

中間純利益

前年同期比 ２２億円増益

前年同期比 ２５億１１百万円増益

前年同期比 １０億６０百万円増益

前年同期比 ４５百万円増益

（単位：億円）

資金利益は前年同期比若干の減少となったものの、

役務取引等収益および有価証券部門損益の改善に

より、前年同期比２２億円増益の２６２億円となった

経常収益の増収および一般貸倒引当金繰入額の

取崩しなどにより、前年同期比２５億１１百万円増益

の８８億円となった

不良債権処理額が前年同期比増加したものの、

業務純益の増加により、前年同期比１０億６０百万円

増益の５７億円となった

経常利益の増益を主たる要因として、前年同期比

４５百万円増益の３３億円となった

９ １９ ＋１０

（※２） コア業務純益 ：業務粗利益－債券関係損益－経費

（※１） 業務純益 ：一般企業の営業利益に相当



２２．資金利益の．資金利益の状況状況

資金利益内訳

10

利回りの推移

資金利益は、政策金利の変更に伴う利回りの低下を主因として前年同期比１億８６百万円減収となるも、２１０億円台で安定推移。

７１６

４，６８９

１７，７９１

２１，３７４

１８／上

３，１５６

４，４１６

１９，６６４

２１，３１０

１９／上

１，８０４

４，９７４

１７，９３２

２１，０４３

２２／上（b）

▲７０２２，５０６３，８５７うち預金等利息（▲）

＋４０７４，５６７４，６５４うち有価証券利息

▲１，４０４１９，３３６２０，１５０うち貸出金利息

▲１８６２１，２２９２１，３３４資金利益

増 減

（b）－（a）
２１／上（a）２０／上

（単位：百万円）

1.60%

0.23%
0.27%

0.05% 0.11%
0.17%

2.11%

1.87%
2.09%

1.89%

1.72%

1.10%
1.14%1.19%1.21%1.21%

1.81%
1.87%

1.81%
1.71%

0.98%0.97%0.92%0.97%
1.16%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

18／上 １９／上 ２０／上 ２１／上 ２２／上

預金利回 貸出金利回 有価証券利回

預貸利回差 預証利回差

貸出金利回

預貸利回差

有価証券利回

預証利回差

預金利回



３３．．役務取引等収益（手数料収益）役務取引等収益（手数料収益）の状況の状況

Ａｌｗａｙｓ関連手数料の推移

11

預かり資産、Ａｌｗａｙｓカード、法人関連手数料等の増加により、前年同期比 ２５５百万円増収。

役務取引等収益の推移

法人役務収益の推移

（百万円）

（百万円）

1
24

45
11

35

58
83

154

203

0

100

200

300

２０／９末 ２１／９末 ２２／９末

ショッピング手数料
リボ・分割払い手数料
年会費

590 519 503

1,965
1,882 1,817

885
871 873

706
488 506

196

157 209

805

727 898

213
306

96

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

２０／９末 ２１／９末 ２２／９末

その他 為替関連

決済関連 ＡＴＭ関連

法人・地公体関連 預かり資産関連

Ａｌｗａｙｓ関連

（百万円）

5,112
4,857

5,243

4 5 5
9

38

14

38

61

1
0

20

40

60

80

100

２０／９末 ２１／９末 ２２／９末

私募債手数料
Ｍ＆Ａ手数料
確定拠出年金手数料

805
898

727

20

105

その他

預かり資産関連

為替関連

ＡＴＭ関連

決済関連

Ａｌｗａｙｓ関連

法人・地公体関連

70 57 37

471

299 379

262

370

480

0

200

400

600

800

２０／９末 ２１／９末 ２２／９末

公共債 投資信託 生命保険

52

預かり資産関連手数料の推移

306

213

96

（百万円）

ショッピング手数料

リボ・分割払い手数料

生命保険

投資信託

公共債

確定拠出年金手数料

Ｍ＆Ａ手数料

私募債手数料

年会費



４４．．預金等預金等の状況の状況

総預かり資産残高（預金＋預かり資産）の推移

12

個人預金残高の推移

福島県内預金シェアの推移（ゆうちょ銀行・農協を除く）

総預かり資産残高は前年同期比 １，６１１億円増加（増加率５．０％）。総預金残高も前年同期比 １，５２６億円増加（増加率５．４％）、
うち個人預金残高は前年同期比６４４億円増加（増加率３．２％）。県内預金シェアは前年同期比 ０．９ポイント増加し、４０％を超えた。

27,618
28,350

29,876

2,278

2,494

2,616

981
868

865

382
554

857

20,000

22,000

24,000

26,000

28,000

30,000

32,000

34,000

２０／９末 ２１／９末 ２２／９末

預金 公共債 投資信託 生命保険

37.8% 38.0% 37.9%37.6%
38.7% 38.9% 39.5% 40.4%

17.3%17.8% 17.8%18.1% 17.6%18.0%
17.1% 16.6%

19.6% 19.7% 19.7% 19.4%19.7% 18.9%19.2%19.4%

10%

20%

30%

40%

15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 22/3末

当行 県内第二地銀 信用金庫
３１，５９９

３２，２６７

３３，８７８

（億円）

（億円）

０

19,349

20,101

20,745

15,000

17,000

19,000

21,000

２０／９末 ２１／９末 ２２／９末
0

県内預金シェア
４０％突破前年同期比

＋１，６１１億円

（増加率５．０％）

前年同期比

＋１，５２６億円

（増加率５．４％）

前年同期比

＋６４４億円

（増加率３．２％ ）

出所：日本金融通信社



５５．．貸出金貸出金の状況の状況

総貸出金残高の推移

13

福島県内貸出金シェアの推移（農協・政府系金融機関を除く）

個人ローン残高の推移

20,342

18,765

20,091

600

200

972

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

２０／９末 ２１／９末 ２２／９末

国内コア貸出金 政府向け貸出

１９，７３７

２０，２９１

２０，９４２

（億円）

※国内コア貸出金：事業性貸出に個人ローン等を加えたもの

15.9%

38.8%38.6%

35.7% 36.4% 37.7%
34.4%

37.8% 37.9%

17.9%18.5%18.7%
20.0% 20.1%20.6%

19.2%19.3%

15.0%15.5%15.6%
16.6%

15.8% 15.7% 15.6%

10%

20%

30%

40%

15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 22/3末

当行 県内第二地銀 信用金庫

5,567
5,641 5,678

5,067 5,137
4,949

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

２０／９末 ２１／９末 ２２／９末

個人ローン うち住宅ローン
（億円）

総貸出金残高は前年同期比６５１億円増加（増加率３．２％）。国内コア貸出金残高も前年同期比 ２５１億円増加（増加率１．２％）、

うち個人ローン残高は、前年同期比 ３７億円増加（増加率０．６％）。県内貸出金シェアは前年同期比 ０．２ポイント増加し、着実に増加。

県内貸出金シェア
着実に増加前年同期比

＋６５１億円

（増加率３．２％ ）

前年同期比

＋２５１億円

（増加率１．２％ ）

前年同期比

＋７０億円
（増加率１．４％）

前年同期比

＋３７億円
（増加率０．６％）

0

0

出所：日本金融通信社



495
418

266
170 164 168 118

449

499

529
424 407 451

444 412 412

506

580

513
503

434

246 200

209
202 214

2329 27

871

0

500

1,000

1,500

2,000

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 22/3末 22/9末

要管理債権 危険債権 破産更生債権等

26 19

94

358

78

6
36

(0.19)(0.13)
(0.54)

(2.09)

(0.18)
(0.44) （0.03)

0

100

200

300

400

13/3末 15/3末 17/3末 19/3末 21/3末 22/3末 22/9末

0

1

2

与信関係費用 貸出金平残に対する割合

６６．貸出資産の質．貸出資産の質

（億円）

（億円）

1,873（ピーク時）

822
769

2.56

3.07
3.314.084.394.39

6.73

7.278.45

10.35

3.10
3.74

2.92
3.643.74

5.01

9.08

6.63
5.46

2.62
2

5

8

11

14/3末 15/3末 16/3末 17/3末 18/3末 19/3末 20/3末 21/3末 22/3末 22/9末

不良債権比率 仮に部分直接償却した場合（ピーク時）（％）

※部分直接償却とは

「破産更生債権等」について、回収困難と認められる額に対し個別貸倒引当金の計上ではなく、
貸倒償却として債権額から直接減額すること。

（％）

（ピーク時）

682

1,023

1,279

1,448

1,204

642

14

金融再生法開示債権比率の推移金融再生法開示債権の推移

与信関係費用（一般貸倒引当金+個別貸倒引当金）の推移

金融再生法開示債債権比率は、３．０７％まで低下。（仮に部分直接償却を実施した場合 ２．５６％）

649



７７．有価証券の状況．有価証券の状況

15

有価証券ポートフォリオの構成推移 円建債券平均残存期間・利回りの状況

投資環境や市場動向に留意した資金運用に努め、国債を中心に前年同期比 １，０７８億円増加。

2,794
3,420

4,885

689

915

862

2,401

2,405

2,139

486

419

343

816

780

787

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

２０／９末 ２１／９末 ２２／９末

国債 地方債 社債 株式 その他

7,941

（億円）

9,019

7,187
3.49

2.472.47

2.322.282.28

3.40 1.03

1.07

1.09

1.081.08

1.04

1.09

1.5

2.5

3.5

１９／上 １９／下 ２０／上 ２０／下 ２１／上 ２１／下 ２２／上

0.8

0.9

1

1.1

1.2
円建債券平均残存期間(左軸）
円建債券平均利回り（右軸）

（年） （％）
前年同期比

＋１，０７８億円
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８．新しい自己資本比率規制について８．新しい自己資本比率規制について

現行基準 新しい自己資本比率規制案（バーゼルⅢ）

当行の自己資本比率は、バーゼルⅢによる新しい自己資本比率規制案（国際基準行を対象）を、いずれも上回る水準。

ＴｉｅｒⅠ
（基本項目）

ＴｉｅｒⅡ
（補完的項目）

自己資本 ･････････ ８．０％以上

※各指標の最低水準は、資本保全バッファーを２．５％として算出

リスクアセット ･･･ 総資産（リスク勘案後）

ＴｉｅｒⅡ
（補完的項目）

ＴｉｅｒⅠ

コアＴｉｅｒⅠ
（普通株＋内部留保）

リスクアセット ･･･ 総資産（リスク勘案後）

自己資本 ･･・・・１０．５％以上

８．５％以上

７．０％以上

※「国内基準行」の

規制案は未定

※「国内基準行」は

４％以上



９９．自己資本比率（単体）の状況．自己資本比率（単体）の状況

17

自己資本比率の推移 自己資本の推移

自己資本比率 １１．０１％（前年同期比＋０．０１ポイント）。ＴｉｅｒⅠ比率 ９．５２％（前年同期比＋１．０９ポイント）。

自己資本比率 （ ）

新規制で
求められる水準
（平成29年度）

１４，１５２１４，３５０リスクアセット（Ｃ）

中核的自己資本の

比率（ＴｉｅｒⅠ比率）（ ）

１０．５０％１１．０１％１１．００％

２１／９末 ２２／９末

自己資本（Ａ） １，５７９ １，５５９

中核的自己資本

ＴｉｅｒⅠ（Ｂ） （※1） １，２１０ １，３４８

補完的自己資本

ＴｉｅｒⅡ （※2） ３６９ ２１１

８．４３％ ９．５２％ ８．５０％

1,183 1,210
1,333 1,348

150 150

223 219 217 211

 

10.78% 11.00% 10.92% 11.01%

8.21% 8.43%
9.39% 9.52%

500

1,000

1,500

２１／３末 ２１／９末 ２２／３末 ２２／９末

-12.00%

-7.00%

-2.00%

3.00%

8.00%

ＴｉｅｒⅠ ＴｉｅｒⅡ 自己資本比率 ＴｉｅｒⅠ比率

公募増資
９６億円

劣後債

劣後債(TierⅡ項目)
１５０億円返済

ＴｉｅｒⅠ比率０．９６％
押上げ効果

ＴｉｅｒⅠ

１２３億円
増加

（億円）

（億円）

（※1）中核的自己資本（ＴｉｅｒⅠ）･･･資本金、剰余金等

（※2）補完的自己資本（ＴｉｅｒⅡ）･･･一般貸倒引当金・土地再評価差額および
劣後社債・劣後ローン等

ＴｉｅｒⅠ

ＴｉｅｒⅡ

0

Ａ
Ｃ

Ｂ
Ｃ

ティア－

当行の現行基準に基づく平成２２年９月末の諸比率は、

「新しい自己資本比率規制案」の基準を上回る水準

＜当行＞ ＜最低水準＞

◆自己資本比率 １１．０１％ ≧ １０．５０％

◆ＴｉｅｒⅠ比率 ９．５２％ ≧ ８．５０％

◆コアＴｉｅｒⅠ比率 ９．５２％（※3） ≧ ７．００％

（※3）当行は、優先株を発行していないため、コアＴｉｅｒⅠ比率＝ＴｉｅｒⅠ比率となる
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１０．株主還元１０．株主還元

１株あたり配当金 株主優待

基本的
考え方

当行は、銀行業務の公共性に鑑み、内部留保の充実による健全性の向上を図りながら、安定的な配当を継続すること
を基本方針とし、業績の成果に応じ弾力的に株主の皆さま方への利益還元に努めております。

２２年度
配当方針

２２年度は安定配当として、１株あたり年間６円５０銭を予定。

5.5

6.0 6.0 6.0

6.5

5.0

4.5

5.0

5.5

6.0

6.5

7.0

１７／３末 １８／３末 １９／３末 ２０／３末 ２１／３末 ２２／３末

１株あたり配当金（年間）
（円）

◆株主優待定期預金の取扱い

毎年３月３１日現在で、当行株式を１，０００株（１単元）以上所有している

株主さまに対し、１年もの定期預金（預入金額１０万円以上３００万円

以内）に０．５％の金利上乗せを実施

【 商品概要 】

●販売対象

毎年３月３１日の株主名簿に記載された当行株式を１，０００株（１単元）

以上所有している株主さまが対象となります

●取扱期間

毎年７月１日から翌年６月３０日まで（非営業日を除く）

●預入方法

一括預入

●預入金額

１０万円以上３００万円以内

●預入期間

１年（自動継続の取扱いはできません）



１１１１．平成．平成２２２２年度の業績見通し年度の業績見通し
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平成２２年度は、経常収益 ６００億円、経常利益 １１０億円、当期純利益 ６５億円を見込む。

＋１３１５３１４０業務純益

▲２７６００６２７経常収益

６７

１０６

３１

▲３４

１４０

▲４

１１４

３６１

２１

４２３

４９８

２１年度

うち不良債権処理額

＋１３１５３業務純益

＋７３８

▲１▲５一般貸倒引当金繰入額

うち債券関係損益

うち資金利益

▲２６５当期純利益

＋４１１０経常利益

▲９▲４３臨時損益

０３６１経費

＋１３３４

＋１１５０９業務粗利益

＋１

▲３

増減
（ｂ）－ （ａ）

１１５コア業務純益

４２０

２２年度

見通し

（単位：億円）
経常収益

金融緩和政策を背景として運用利回りの低下傾向

が見込まれ、前年度比２７億円減収の６００億円を

見込む

前年度比 ２７億円減収

業務純益

経費は前年同程度を維持し、役務取引等収益等の

増加により、前年同期比１３億円増益の１５３億円を

見込む

前年度比 １３億円増益

経常利益 前年度比 ４億円増益

与信関係費用は前年度比若干の増加を見込む

ものの、業務純益における増益を要因として、

前年同期比４億円増益の１１０億円を見込む

当期純利益 前年度比 ２億円減益

上記の結果、当期純利益は前年同程度の

６５億円を見込む

＋７３３２６

業務粗利益 前年度比 １１億円増益

資金利益は前年度比若干の減収を見込むが、

役務取引等収益および有価証券部門損益の

改善により、前年度比１１億円増益の５０９億円

を見込む



ⅢⅢ．．経営計画・経営戦略経営計画・経営戦略
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長期目標

地域いちばん銀行計画２００９
（計画期間：平成２１年度～平成２３年度）

重 点 戦 略

お客さまの

視点に立った

商品サービス

の提供

福島県を

核とした地域

への貢献

全員参加型の

企業風土の確立

経営の効率化と

企業体力の強化

経営管理

態勢の強化

Ⅰ

中期経営計画 ≪名称≫

大 き く ・ 強 く ・ た く ま し く
～地域に熱く・お客さまに誠実に・人を大事に～

大 き く ・ 強 く ・ た く ま し く
～地域に熱く・お客さまに誠実に・人を大事に～

≪目指す銀行像≫

基本的
考え方

強 く
（高い収益力）
【当期純利益】

（創立７５周年） １００億円
（創立７０周年） ７５億円

た く ま し く
（健全な経営体質）
【自己資本比率】

（創立７５周年） 11％以上
（創立７０周年） 11％以上
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１１．．長期目標・中期経営計画長期目標・中期経営計画

※創立75周年
･･･平成28年度

創立70周年
･･･平成23年度

（商標登録第5238791号）

Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

●総預金(ピーク時残高)・・・３兆３千億円
●総預かり資産(平均残高)・３兆６千億円
●貸出金（平均残高)・・・・・・２兆１千億円

主要勘定目標（最終年度）

●コア業務純益・・・・・・・・・・・・・１５０億円

●当期純利益・・・・・・・・・・・・・・・ ７５億円

●自己資本比率・・・・・・・・・・・・１１％以上

主要勘定目標（最終年度）

大 き く
（盤石な企業規模と営業基盤）

【総預金】
（創立７５周年） ４兆円
（創立７０周年） ３兆３千億円

地域に熱 く お客さまに誠実に 人 を大事に

中期

３ヵ年

計画

長期

８ヵ年

計画



２２．中期経営計画の．中期経営計画の経営目標経営目標

国内コア貸出金（平残）

20,211

19,177

21,000

20,239

20,481

18000

19000

20000

21000

22000

２０年度 ２１年度 ２２年度
上期

２３年度
目標 年度

億円

当期純利益

33

75

18

67 65

0

20

40

60

80

２０年度 ２１年度 ２２年度
上期

２３年度
目標 年度

億円

総預り資産（平残）

34,142

36,000

31,687

32,889

34,308

28000

30000

32000

34000

36000

38000

２０年度 ２１年度 ２２年度
上期

２３年度
目標 年度

億円

主要勘定目標

経営指標目標

コア業務純益

114116

150

56

134

0

40

80

120

160

２０年度 ２１年度 ２２年度
上期

２３年度
目標 年度

億円

総預金ピーク残高

31,239

33,000

28,907

30,007

31,635

26000

28000

30000

32000

34000

２０年度 ２１年度 ２２年度
上期

２３年度
目標 年度

億円

２２年度
見通し

２２年度
見通し

２２年度
見通し

２２年度
見通し

２２年度
見通し

自己資本比率

11.01% 11.00%

10.78%

10.92%

10.0%

11.0%

２０年度 ２１年度 ２２年度
上期

２３年度
目標

年度

％

22

以上



～お客さまの視点に立った商品・サービスの提供～～お客さまの視点に立った商品・サービスの提供～

３．３．法人マーケット戦略法人マーケット戦略 －－ 経営課題提案型営業の展開－経営課題提案型営業の展開－
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私募債引受件数・金額の推移 海外展開支援

当行における企業型401ｋ（※）新規加入者数（累計）

三菱東京ＵＦＪ銀行・三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング

との間で、国際業務に関する包括業務協力協定を締結

【地方銀行フードセレクション】

食の商談会「ふくしまフードフェア２０１０」を開催

●来場者数･･･約１，０００名 商談件数･･･約５００件

地方銀行フードセレクション２０１０に参加

●当行含む地方銀行３２行参加

●来場者数･･･約８，３００名

【アジアビジネスセミナー】

5,000

3,550
3,290

5,200

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

20年度 21年度 22年度上期

0

10

20

30

40

50

60

引受金額 件数

税理士法人等の外部専門家との連携による相談機能強化

「中小企業向けＭ＆Ａセミナー」の開催

（商標登録第5290908号）

３３件

５２件

２９件

（百万円） （件）

Ｍ＆Ａ仲介、事業承継

販路拡大支援

２２年度
目標

1,064
808

1,343

3,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

20年度 21年度 22年度上期

0

10

20

30

40

50
加入者数（累計）

契約企業数（累計）

１３社
１７社

２０社

２２年度
目標

【ふくしまフードフェア】
（名）

（社）

※企業型401ｋ･･･企業型確定拠出年金と呼ばれる制度。
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個人預金・預かり資産の推進

お客さまの利便性・サービス向上への取組み

～お客さまの視点に立った商品・サービスの提供～～お客さまの視点に立った商品・サービスの提供～

４．個４．個人マーケット戦略人マーケット戦略
個人ローンの推進

ＡＴＭ戦略の展開

◆給与振込・年金の取り込み

●東邦ポイントメイトによるＡＴＭ手数料一部無料化

●＜東邦＞スーパー年金定期Ⅱ

◆Ａｌｗａｙｓカード

◆第７回「東邦・宝くじ付定期預金（年末ジャンボ）」発売

●クレジットカードとＩＣキャッシュカードが一体に

●好評をいただき、お申込み総数２０万件を突破

◆３つの住宅ローン金利応援コース

◆＜東邦＞ローン リトライ・サービス

◆個人ローン専門店（県内６ヵ所）

①当初期間金利応援、②全期間金利応援、③全期間固定金利応援

１回のお申込みで複数の保証会社への審査が可能

◆郡山北支店における「土日営業」

◆視覚に障がいをお持ちのお客さまへの利便性向上の取組み

◆新統合コールセンターシステム稼働

◆インターネット支店

個人のお客さまを対象とした土曜・日曜の窓口営業を開始（平成２２年４月より）

窓口や店舗を持たない県内初のインターネット上の支店

テレフォンバンキングに、「投資信託」「住宅ローン事前審査申込受付」など

新サービスを追加

◆ＡＴＭ営業時間の拡大

◆コンビニＡＴＭ提携拡充

◆地方銀行とのＡＴＭ提携

◆ＡＴＭ利用手数料の一部無料化

いわきローンセンター（いわき鹿島支店内）

白河ローンセンター（新白河支店内） 月～金曜

９：００～１７：００

郡山ローンセンター（新さくら通り支店内）

ローンプラザ会津支店

ローンプラザ須賀川支店

土・日曜

１０：００～１６：００

月～金曜

１０：００～１８：００

ローンプラザ福島支店

営業時間店 名

窓口でお振込する際の振込手数料の引下げを実施

視覚に障がいをお持ちのお客さまがご利用いただけるＡＴＭを

全店（１１３か店）に配置予定

1,8811,8101,734
1,653

1,557

1,417

500

1,000

1,500

2,000

20/3末 20/9末 21/3末 21/9末 22/3末 22/9末

◆個人ローン専門店（６ヵ所）における個人ローン残高推移
（億円）



営業力強化のための各種システム導入・更改

～お客さまの視点に立った商品・サービスの提供～～お客さまの視点に立った商品・サービスの提供～

５．ＩＴ５．ＩＴ戦略戦略
今後予定しているシステムインフラ整備

◆勘定系システム「ＰＲＯＢＡＮＫ」更改【平成２３年９月稼働予定】

◆次世代型営業店システム構築 ･･･ 総投資額約４０億円
【平成24年度上期全店稼働予定】

◆統合営業支援システム（ＣＲＭシステム）導入 【平成20年8月稼働】

◆新融資業務支援システム導入 【平成21年9月稼働】

お客さま情報の
集約

法令遵守セールス支援

質の高いコンサルティングセールスの実現

●全行・全従業員で共有されたお客さま情報に基づく一環したセールスの実現

●提案ツール等を活用したコンサルティングセールスの実現

●コンプライアンスのシステムチェック等による法令等を遵守したセールスの徹底

融資稟議作成・決済
フローの電子化

融資の
自動実行機能

契約書等の
自動出力機能

お客さまとの接点拡大、与信判断等に注力可能な態勢構築

●融資業務の効率化

●案件審査のスピードアップ

●お客さまの書類記入負担軽減

◆個人ローン自動審査システム更改
【平成22年7月稼働】

◆新統合コールセンターシステム導入
【平成22年7月稼働】

個人ローン案件審査のスピードアップ

テレフォンバンキングに、「投資信託」

「住宅ローン事前審査申込受付」など

新サービスを追加

店頭相談機能の強化

お客様との対話型相談

業務機能の導入

事務の効率化・厳正化

お客さまの待ち時間短縮

●オペレーションの簡素化

迅速かつ正確な事務の実現

●事務ナビゲーション機能

●システムベリファイ機能（※）

※「ＰＲＯＢＡＮＫ」･･･富士通株式会社が提供する共同利用型の勘定系システム

当行はその第１号のユーザーとして現在まで６年間安定運用を実現

現行システムによる成果

●コンビニＡＴＭの２４時間３６５日のノンストップ稼働

●ＡＴＭ営業時間拡大

●インターネットバンキングの機能拡張 など

次期更改システム

●更なる安定稼働と処理能力の向上⇒最新のＩＴ基盤の活用

●消費電力の１割削減

※ＣＲＭ･･･顧客情報管理（Customer Relationship Management）

▲新統合コールセンターシステム
25

※システムベリファイ機能

･･･伝票の自動読み取り照合機能
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地域金融の円滑化に向けた主な取組み地域活性化に向けた主な取組み

～福島県を核とした地域への貢献～～福島県を核とした地域への貢献～

６．地域活性化、金融円滑化への取組み６．地域活性化、金融円滑化への取組み

日本銀行の「成長基盤強化を支援するための資金供給

制度」を活用したファンドを新設

⇒地域特性を考慮し、次の６事業を重点支援事業として、

日本銀行が成長基盤分野として例示する１８分野に対し支援

・医療・介護関連事業

・環境関連事業

・自動車関連事業

・農林水産業および農商工連携に関連する事業

・観光・地域開発関連事業

・保育・育児関連事業

◆成長分野支援のための取組み ◆条件変更の取組み状況 （平成２２年９月末基準）

◆うつくしま未来ファンドへの参画

◆経営・事業再生支援のための取組み

◆「東邦・円高対応資金」創設

融資部
事業再生で蓄積したノウハウの活用

外部の専門コンサルタントの紹介

再生ファンドの組成・活用

専門家、他金融機関との連携

経営改善計画の策定等を支援

融資管理部

営業店

地元の経営改善
取組先企業

地元の事業再生
取組先企業

企業の事業再生

企業の業績向上
地
域
活
性
化
・地
域
再
生

最適なスキームを紹介・適用

東北地方初となる中小企業再生ファンド（名称 「うつくしま未来ファンド」）を中小企業基盤整備機構・

福島県内金融機関等との共同出資により設立

・ ファンドの規模 ３０億円（うち当行出資額 ９億７百万円）

急激な円高により、事業活動に影響を受けているお客さまを支援

86.7%

13.3% 10.4%

89.6%

実行

対応中 他

実行

対応中 他

対応案件数

５，４４１件

対応金額

１，１４０億円
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～福島県を核とした地域への貢献～～福島県を核とした地域への貢献～

７．ＣＳＲ（地域への貢献）への取組み７．ＣＳＲ（地域への貢献）への取組み

◆「とうほうの森」づくりの実施

環境保全活動への取組み

社会貢献活動への取組み

平成２１年度から、福島県が推進する「企業の森林づくり」制度を利用し、

須賀川市と喜多方市において、役職員や家族による植林活動を実施

◆「みどりの授業」の開催

◆「日本の森を守る地方銀行有志の会」の活動への参加

地元の小学校を対象に当行行員による「みどりの授業」を開催

地球温暖化問題や自然環境保護の大切さなどをテーマ

地方銀行６３行が加盟。会員各行との連携を強化し、森づくりなどの

環境保全活動を支援

◆（財）東邦育英会による大学生支援

◆「小さな親切」運動による「エコキャップ収集運動」の展開

◆「ＴＯＨＯ親子金融教室」の開催

当行は、「小さな親切」運動の福島県本部事務局を担当。平成２１年度から

ペットボトルキャップの売却益で発展途上国の子供たちにワクチンを届ける

「エコキャップ収集運動」を展開。

昭和５８年の設立より、これまで３０５名の大学生に対し、当行の基金拠出に

より、返済義務のない奨学資金による支援を実施（支援総額約１億４千万円）

子供たちにお金の大切さ、お金の使い方を学んでもらうために、県内４カ所

（福島市・郡山市・会津若松市・いわき市）で開催

【「とうほうの森」づくり】

【ＴＯＨＯ親子金融教室】

【エコキャップ収集運動】

◆行内クラブ活動による取組み

東邦銀行野球部･･･中学生等を対象とした野球教室を開催

東邦そば打ち倶楽部･･･特別養護老人ホーム等へのそば打ちによる慰問

弦楽四重奏団「ＴＯＨＯカルテット」･･･介護老人保健施設等での演奏会開催

も り

も り



～全員参加型の企業風土の確立～～全員参加型の企業風土の確立～

８．人事制度面の取組み８．人事制度面の取組み
新人事制度の導入

従業員が働きがいを実感できる制度の構築

◆新人事制度

●人材育成・活用のために

能力を最大限に発揮できる新たなキャリアコースの導入

人材育成にこだわり、プロセスを重視した考課制度の構築

女性従業員の活躍支援、安心して働くことのできる職場環境整備

●働く意欲（モチベーション）向上のために

チャレンジ意欲の湧く資格体系・給与体系の構築

先任・シニア層の活躍支援と処遇の見直し

●コミュニケーション強化のために

多様な貢献・能力も適正に評価する考課制度の構築

チームワーク強化に向けた人事施策の実施

◆新たなキャリアコースの導入

「総合職」「一般職」に加え、「専門職」コースを新設

※専門職コース ： 現在は金融商品販売、ローン販売の２コース。

将来的には、さらにコースを増やす方針。

◆女性従業員の活躍支援

●営業店長に女性を登用

●本部課長・室長に女性を登用

●女性管理職への積極登用

◆シニア層の活躍支援と処遇の見直し

●６０歳まで安心して働ける資格体系を構築

●中高年層に対する様々な働き方（キャリア選択）を用意

◆新人育成

◆採用活動

●新人キャリア育成制度（※1）による早期戦力化

●メンター制度（※2）による若手行員の指導・相談体制充実

人事面での各種施策

●長期的視点に立った、計画的、安定的な採用の継続

●既卒者を含め、２６歳以下を対象とした平成２３年度入行予定者

の秋季追加採用を実施

●平成２４年度入行予定者の募集についても、新卒予定者に加え

２６歳以下の既卒者を対象とする方針

●専門職を中心としたキャリア採用（中途採用）を実施

※1）新人キャリア育成制度 ： 入行３年間を育成期間と位置付け、３年後の“目標とすべき姿”
の実現に向けた育成を支援する制度。

28

※2）メンター制度 ： メンターとは“良き助言者”という意味であり、先輩若手行員が新入行員
が持つ職場内外の悩みや相談についてアドバイスを行う制度。
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～全員参加型の企業風土の確立～～全員参加型の企業風土の確立～

９．人材育成への取組み９．人材育成への取組み
地域を支える人材育成への取組み 働きがいを実感できる企業風土の醸成

◆「テレビ会議システム」導入

当行本支店１１４拠点を接続し、

行内コミュニケーションを強化

◆「女性活躍推進プロジェクト」

商品面、職場環境面などにおいて、女性の目線からさまざまな

提案を実施

◆行外派遣研修等

◆中堅・若手行員の外部出向・派遣等

◆人材育成のための各種サポート

◆行内集合研修等

●行内研修 ２５１講座開講 受講者数 のべ４，５００名

●休日セミナー ３２講座開講 受講者数 のべ１，１００名

●新入行員を対象とした「メンター（助言者）制度」の実施

●行外派遣研修(全国地方銀行協会等)   ４１講座 派遣者数 １５０名

●当行独自「海外派遣研修」（米国） 派遣者数（毎年） ２０名

●外部機関を通しての海外派遣 派遣者数 ５名

●業務上の海外派遣（中国、ベトナム等） 派遣者数 ９名

●大学院（ＭＢＡ取得）等への派遣 派遣者数 ３名
（首都圏大学 ２、県内大学１）

●「中小企業診断士」資格取得サポート

●「ＦＰ技能士」資格取得サポート

●「語学研修」サポート

●（独）日本貿易振興機構（ジェトロ）への出向派遣

●「福島県上海事務所」への出向派遣

●メガバンクへの「事業承継トレーニー」研修派遣

●メガバンクへの「国際業務トレーニー」研修派遣

●日本政策金融公庫への「アグリビジネストレーニー」研修派遣

● （株）日本Ｍ＆Ａセンターへの研修派遣

●大手証券会社、保険会社への研修派遣

●首都圏大手シンクタンクへの派遣

▲女性の視点でデザインされた現金封筒、手提げ袋、ペーパーファイル

平成２１年度に実施した主な人材育成施策

●現金封筒のデザイン見直し、変更

●「ハートフルガイド」の作成
※ワークライフバランスに対する意識向上のため、出産

育児、介護といったライフイベントの際の制度や、
手続の仕方などをわかりやすくまとめたシートを作成。

●キッズコーナーの設置

▼当行独自「海外派遣研修」（米国）

●お客さま用「手提げ袋」「ペーパーファイル」の作成

●「ハートフルセミナー」の開催
※グループ全従業員を対象にセミナーを開催。

外部講師による「働く女性の生き方」についての

講演や、女性支店長の体験談発表などを実施。



東邦銀行は、引き続き東邦銀行は、引き続き

地域特化・地域にこだわった経営を地域特化・地域にこだわった経営を

貫いてまいります貫いてまいります



各種商品などのお問い合わせは、最寄の支店、もしくは下記の窓口へ、
お気軽にご相談下さい。

●各種商品・サービス内容のお問い合わせ

・ハローサービスセンター ０１２０－１４－８６５６

●事業資金のご相談（金融円滑化に関するご相談を含む）

・ビジネスローンプラザ ０１２０－１０４７－１７

●個人向けローンのご相談（金融円滑化に関するご相談を含む）
・「福島」「郡山」「須賀川」「会津」「いわき」「白河」の個人向けローン専門店 ０１２０－６０８－１０４

●苦情等の受付窓口
・「お客さま相談室」 ０２４－５２３－３１３１

＜本資料に関するお問い合わせ先＞

東邦銀行 総合企画部

TEL ０２４－５２３－３１３１

FAX ０２４－５２４－１４２５

本資料には、将来の業績に係る記述が

含まれておりますが、こうした記述は、

将来の業績を保証するものではありません。

将来の業績は、経営環境等の変化等に

より異なる可能性がありますのでご留意

ください。

トーホーなら いーな

ローンは トーホー

トーホー ハローコール


